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１．機能別消防団員の拡充により、防災強化を 

 火災のときや大規模災害時の初期対応から、地元消防団の活動に頼ること

が多くあります。しかし、他市町と同様に、団員の高齢化、人手不足に歯止

めがかからない状況が続いています。処遇面など国を挙げて取り組まなけれ

ばならない点、市として日常の訓練や勤務内容について、より働きやすい体

制・環境を構築していくなど、対策すべき点も多くあります。 

 本市は、平成31年４月より大規模地震など多種多様な災害に対応するため、

消防吏員と消防団の退職者を対象にした機能別消防団員制度を導入していま

す。 

 本市消防団員数は、条例定数1030人に対し、令和８年８月１日現在、基本

団員614人、機能別消防団員127人(うち広報担当団員３人含む。)の741人とな

っています。消防団組織の再編、働き方改革など人手不足への対策も進めて

います。他市事例からも、地方の自治体では、人手不足が進む中、いろいろ

な対策をされております。 

 消防団活動は、多種多様な活動があり、現在のＯＢ団員に限られた補充か

ら、多種多様な状況に対応した、下記機能別消防団員を補充することで、防

災力強化につながると考え、以下、質問いたします。 

(1) 60歳から70歳までの男性の方で、消火活動、災害対策など基本団員を補

完する人材を団員とする必要があると考えるが、当局の見解をお伺いしま

す。 

(2) 女性隊：上記と同じ活動で、地区内で仕事をしているなど、早急な対応

ができる人材を団員とする必要があると考えるが、当局の見解をお伺いし

ます。 

(3) 音楽隊：本部所属として、市主催のイベントなどで活動する人材を団員

とすることについて、当局の見解をお伺いします。 

(4) ドローン隊：大規模災害時などに地区別に活動できる人材を団員とする

ことについて、当局の見解をお伺いします。 

(5) 火災予防・広報・救護活動団員：住宅防火訪問・高齢者訪問や救命講習

の実施を中心とした活動で、大規模災害時、避難所などでも即戦力として

活動する人材を団員とすることについて、当局の見解をお伺いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


